
一般財団法人ノジマ出る杭財団 ノジマ出る杭スカラーシップ規程 

第１章 総則 

第１条（目的） 

本規程は、一般財団法人ノジマ出る杭財団（以下「本財団」という）定款第４条の規定に

基づき、強い向上心を持ち、周囲に流されず自ら挑戦する「出る杭」である学生に対し、

経済的支援と「実務型イノベーター」としての育成機会を提供することを目的とし、ノジ

マ出る杭スカラーシップ（以下「本奨学金」という）の給付および貸与に関する事項を定

める。 

第２条（奨学生の資格・インターンシップの定義） 

1. 本奨学金の対象となる者は、大学、短期大学、専門学校および大学院（修士課程）

に在籍する学生であって、次の各号のすべてに該当する者とする。 

（１）既存の枠組みに囚われず、自ら課題を発見し解決策を実行する「出る杭」たる

志を持つ者。 

（２）株式会社ノジマ（以下「ノジマ」という）の店舗等において、パートナー（ア

ルバイト）として原則週 10時間以上の実務に従事、または従事予定であり、

実地での能力開発に努める者。 

（３）採用選考時点において、大学、短期大学、専門学校、大学院（修士課程）等に

在籍する学生。 

（４）本奨学金の新規採用時（給付・貸与開始月）において、卒業（または正規の修

業年限修了）までの残存期間が２年以上ある者。ただし、春期採用における４

月の応募締め切り時点において、実質的な残り在籍期間が２年未満となる卒業

前々年次の学生（４年制大学の３年次春など）は、２年以上あるものとみなし

て応募を認める。 

2. 前項第２号に定めるノジマ店舗等での実務従事は、本奨学金制度における「実務型

インターンシップ（以下、単にインターンシップという）」としての性質を兼ねる

ものとし、奨学生は現場での実務経験を通じて社会人スキルの向上に努めなければ

ならない。 

3. 第１項第２号の規定にかかわらず、学業（定期試験、実習、論文執筆等）やその他

やむを得ない事情がある場合は、３か月から半年間の範囲内において実務従事時間

の調整（一時的な減少等）を認めることができる。ただし、この場合においても、

半期（６か月間）の平均実務従事時間が週 10時間以上であることをもって、本奨

学金の受給資格を担保するものとする。 



4. 第１項の規定にかかわらず、採用選考時点において卒業年次（大学院修士２年生、

４年制大学４年生、短期大学２年生等）に達している者は、本奨学金新規採用の対

象外とする。 

第３条（支給対象学年） 

前条第１項第３号および第４号に定める具体的な支給対象学年は、原則として次の通りと

する。 

（１）４年制大学は、新１年生、新２年生、および新３年生とする（新４年生は対象外。

ただし、秋期募集においては新３年生も対象外とする）。なお、大学３年生で大学

院試験合格者は、大学院試験の合格通知を提出することで、大学院（修士課程）在

籍中の期間も奨学金の対象とすることができる。 

（２）６年制学部（医学、歯学、薬学、獣医学、および修士一貫制教育課程を含む）は、

新１年生、新２年生、新３年生、新４年生、および新５年生とする（新６年生は対

象外。また、秋期募集においては新５年生を対象外とする）。 

（３）大学院（修士課程）は、新１年生とする（新２年生は対象外）。 

（４）短期大学・専門学校は、卒業年次ではない学生とする（修業年限が２年の場合は新

１年生のみ、３年の場合は新１年生および新２年生を対象とする。なお、いずれも

秋期募集においては対象外とする）。 

第４条（給付・貸与期間） 

1. 本奨学金の給付・貸与期間は、採用決定通知において指定された月から正規の学士

課程修了月までとする。 

2. 前項の規定にかかわらず、在籍学部に限らず、本奨学金の累計支給期間は一律で最

大４年間（48 ヶ月）を限度とする。 

3. 大学院進学を含めて受給を希望する場合においても、前項の累計期間を限度とす

る。 

第２章 奨学金の内容と金額 

第５条（種類と金額） 

1. 本奨学金は、以下の二階建て構成とする。 

（１）基本給付：月額 20,000 円。返還を要しない。 

（２）活動奨励金（貸与型）：月額 0円〜60,000 円。 

無利子とし、インターンシップにおける評価連動型として、第６章の規定に基づ

き返還を要する。 

2. 活動奨励金の額は、半期ごとの評価に基づき、実務成果と理念の実践度合いに応じ

て決定される。 



第６条（他奨学金との併給） 

本奨学金は、他の給付型・貸与型奨学金との併用を認める。ただし、公益財団法人野島財

団の奨学金との併用はできないものとする。 

第３章 奨学生の採用、選考および実務協力 

第７条（募集要項および選考方法の公開） 

本財団は、学生に広く応募の機会を開くため、募集要項および具体的な選考方法を当法人

のWEB サイトにて公開する。 

 

第８条（決定通知） 

奨学生は、選考委員会の選考を経て、理事会が決定する。決定後、速やかに本人に通知す

る。 

第９条（選考および評価実務の協力） 

本財団は、本奨学金における適正かつ厳正な選考、および店舗実務を通じた「４象限評

価」による育成管理を行うため、必要に応じて募集受付、選考面接、実務実績の把握、お

よび評価運用に関する実務の一部を、ノジマに協力を仰ぎ、または委託して実施すること

がある。 

第４章 継続審査と４象限評価 

第 10 条（継続審査と評価の定義・育成カリキュラム） 

1. 活動奨励金の次期支給額は、多角的かつ厳正に実施する半期ごとの「４象限評価」

により決定する。 

2. 判定に用いる評価軸（インプットデータ）は、以下の通り定義する。 

（１）実務実績（定量評価）： 

ノジマ店舗での販売貢献スコア、出勤率、および第２条第３項に基づくインタ

ーンシップ実務遵守状況。 

（２）プロセス評価（定性評価）： 

ノジマ６要素（No.1, Open, Joy, Innovation, Management, Achievement）に基

づく行動特性の７段階評価。 

3. 前項の評価に加えて、半期に一度開催される「出る杭発表会」での成果発表、なら

びに「学生アイデア会議」および「学生リーダー会議」等をはじめとする本財団の

フォローアップ支援・育成カリキュラムへの参画態度や実績を、加点要素または定

性評価の重要な一部として考慮する。 



第 11 条（４象限判定マトリクスと金額決定） 

1. 前条の評価軸を統合し、次期の活動奨励金（月額貸与額）を以下のマトリクスに基

づき決定する。 

 

象

限 
判定名称 

定量評価（実

務実績） 

定性評価（プロ

セス・理念） 

活動奨励金（月額貸

与額） 

A 
模範（出る

杭） 
高い 高い ６０,０００ 円 

B 
期待（理念

先行） 
低 〜 中 高い 

４０,０００ 円 〜 

６０,０００ 円 

C 
要改善（実

績先行） 
高い 低 〜 中 

２０,０００ 円 〜 

４０,０００ 円 

D 非継続候補 低い 低い ０ 円（支給停止） 

2. 具体的な個別金額の決定およびＢ・Ｃ象限の幅を持たせた査定については、本財団

事務局が作成する算定案に基づき、理事会にて決定する。 

3. 総合判定が２期連続で最低評価（非継続候補・Ｄ判定）となった場合は、奨学生と

しての資格を喪失する。 

4. 事務局は、本条のマトリクスに基づく判定案を作成し、理事会に提出するものとす

る。次期の支給額および給付の継続・停止については、理事会の決議によって最終

決定する。 

第５章 奨学金の交付 

第 12 条（交付の方法および時期） 



1. 本奨学金の交付は、原則として１か月ごとに毎月指定の口座へ振り込む方法により

行う。 

2. 初回振込（春期採用者の場合は７月末予定）については、４月分から９月分までの

計６か月分の基本給付分（月額２万円×６か月＝12 万円）を一括して交付する。 

3. 支給月以降は、評価に基づき決定された基本給付分および活動奨励金（貸与分）を

合算した金額を、毎月翌月末までに交付する。なお、初回一括期間の活動奨励金に

ついても、決定された算定額の６か月分を初回振込時に併せて交付するものとす

る。 

第６章 奨学生の義務と資格の喪失・特例 

第 13 条（奨学生の義務） 

1. 奨学生は、定期的に活動報告を提出し、求めに応じて面談やメンター制度によるフ

ォローアップを受けなければならない。 

2. 奨学生は、住所、氏名、大学での身分に変更が生じた場合は、速やかに本財団に届

け出なければならない。 

 

第 14 条（停止および打切り） 

奨学生が次の各号に該当する場合は、給付・貸与を停止または打ち切る。 

（１）留年、休学、または長期にわたって欠席したとき（ただし、次条の特例を除く）。 

（２）実務評価が一定基準（第 11 条第３項）に連続して該当したとき。 

（３）退学、中退、停学、その他学生として適当でないと認められる行為があったとき。 

 

第 15 条（再挑戦および留学・休学の特例） 

1. 前条の規定にかかわらず、留年等があった場合でも、その後の志および実務成果が

極めて高いと判断される場合は、再応募および受給の再開を認めることができる。 

2. 奨学生が在学中に海外留学をする目的として１年以内の休学をする場合、以下の条

件を充たすことを条件に基本給付（月額 2万円）の継続を認める。 

（１）休学期間が１年以内であること。 

（２）帰国後、速やかにノジマでのインターンシップ実務を再開することを書面に

て確約すること。 

3. 休学期間中は活動奨励金（貸与型）の支給を中止する。 

4. 帰国後に正当な理由なく第２項の確約を履行しない場合、本財団は休学期間中に支

給した基本給付の全額または一部の返還を求めることができる。 

 



第７章 返還および免除 

第 16 条（返還の原則および開始時期） 

1. 活動奨励金（貸与型）を受給した者は、本財団の指定する学校を卒業（または退

学）した月の半年後（６か月の据置期間終了後）から、無利子にて月割による均等

分割返還（原則として月額 20,000 円ずつ）を行わなければならない。 

2. 前項の規定にかかわらず、在籍中（大学院進学、留年等を含む）は、所定の手続き

を行うことにより返還を猶予することができる（在学猶予）。この場合、返還の開

始は最終的に学校を卒業（または退学・修了）した月の半年後からとする。 

 

第 17 条（支給停止・打切り時の取扱い） 

第 14 条に基づき支給が停止または打ち切られた場合であっても、当該学生が学校に在籍

している期間内は前条第２項を準用し、返還を猶予する。返還の開始は、最終的に学校を

卒業（または退学）した月の半年後からとする。 

 

第 18 条（返還方法の例外） 

経済的困難等やむを得ない事情がある場合は、代表理事が別に定めるところにより、返還

の猶予を認めることがある。 

 

第 19 条（株式会社ノジマによる代理弁済および貸与分全額免除の特例） 

1. 活動奨励金（貸与型）の返還義務を負う者が、学校を卒業（大学院修了を含む）後

直ちにノジマに正社員として入社した場合、同社が実施する奨学金返還支援（代理

弁済）制度に基づき、ノジマが本財団に対して、当該対象者が在籍中に貸与を受け

た活動奨励金の総額を直接返還（第三者代理弁済）するものとする。 

2. 前項によりノジマから支払いがあった場合、その支払われた額に相当する範囲にお

いて、本人からの返還義務は完全に消滅（実質的な全額免除）するものとする。 

3. 大学等を中退した場合であっても、代表理事が別途定める規定により、第１項と同

様の返還免除（ノジマによる第三者弁済を通じた返還義務の消滅）を受けることが

できる。 

第８章 雑則 

第 20 条（届出義務） 

奨学生は、第 13条第２項に定める事項のほか、返還期間中に住所、氏名、勤務先等に変

更が生じた場合は、遅滞なく本財団に届け出なければならない。 



第 21 条（実施細則） 

この規程の実施について必要な事項は、代表理事が別に定める。 

 

附則 

• 本規程は、2026 年２月 27 日（理事会決議の日）より施行する。 

• 本規程の改正（公式WEB サイト公開内容との完全整合、インターンシップ定義の

追加、残存在籍期間基準の最適化、平均週 10時間算定基準への柔軟化、および評

価判定マトリクスの統合）は、2026 年４月 15 日より施行する。 

 

（変更履歴） 

令和 8 年 6月 27 日 改定 


